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1は じめに
日本企業のグローバル化の進展 に伴い,販 売や生産のみな らず設計,開 発さ
らには研究といった機能の海外展開が進行 している。このような背景 には,新
しい技術シーズの開拓,生産拠点と開発 ・設計拠点の一貫体制の確立,現地ニー
ズへの迅速な対応,現 地サプライヤーか らの部品調達などの必要性が高まって
いることがある。 日本企業が,設 計 ・開発拠点を海外展開していく上で重要 と
なる課題の一つは,原価企画の国際移転である。
原価企画は,製 品開発 プロセスにおいて,原価 を 「作 り込む」一連の活動で
ある。原価企画は,原価低減,顧 客ニーズの満足,開 発 リー ドタイムの短縮及
び高品質などを達成する上で重要な役割を果たし,日本企業の競争力 を支える
重要な要因の一つ として,世 界的にも高い関心を集めている(Hiromoto,1988;
Cooper,1995;McMann&Nanni,1995;Cooper&Chew,1996)。このように
原価企画が日本企業 の競争優位を支えて きた要因の一つである とすれば,設
計 ・開発拠点の海外展開に伴って,原 価企画を移転することが必要であると考
えられる。なぜなら,原価企画活動を経ることなく開発 された製品が,こ れま
での日本企業の製品に対する高い評価を損なう危険性があるか らである。また,
多国籍企業のイノベーション管理の視点からも,海外子会社への原価企画の移
転が要請されている。 この点,Bartlett&Ghoshal(1989)では,多 国籍企
業内部に存在する既存の経営資源を分散 した子会社の問で有効に活用すること
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の重要性が指摘 されている。したがって,日 本の多国籍企業では,日 本本国で
行われている設計 ・開発活動に関するベス トプラクティス としての原価企画を
海外の設計 ・開発拠点において も活用することが,競 争優位を維持する上で重
要であると考えられるのである。
しかし,日本企業で生み出された原価企画の国際移転に対 しては,大 きな困
難性が伴 うようである。それでは,なぜ原価企画の国際移転は困難なのであろ
うか。 また,そ の困難性の源泉は何なのであろうか。さらに,原価企画の国際
移転を効率的かつ有効に実施するためには,何 が必要とされるのか。このよう
な疑問に関 して,こ れまでもい くつかのケーススタディが実施 され,移 転のプ
ロセスで生 じている様々な問題点が指摘 されてきた。 しか し,いずれの指摘 も
単一ないし少数のケースに基づ くものであって,一 般化することはできず,上
記のような疑問に対する答えとして十分であるとはいえない。 こうしたことの
原因の一つは,原価企画の国際移転に関する実証分析 を行うための有効な分析
枠組みが欠如 していることにあると思われる。
そこで,こ の論文では,原価企画の国際移転の困難性 に焦点 を当てながら,
実証分析 を行 う上で有用であると思われる三つの分析視角について考察を行
う。以下では,次 のように議論が進められる。まず,第2節 においては原価企
画活動を概説 し,海外での原価企画実践に関する問題点を指摘する。ついで,
第3節 においては,原 価企画の国際移転を技術の国際移転 と理解 し,技術の国
際移転に伴 う三つの障害について検討する。第4節 では,原 価企画の国際移転
の困難性 と三つの障害の関係 を明 らかにする上で有用 と考えられる三つの分析
視角について考察を行 う。最後に,第5節 では,こ の論文での議論を要約 し,
今後研究 を進めてい く上でのい くつかの課題を指摘する。
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皿 原価企画とその国際移転
1.原価企画活動の概要
原価企画とは,製 品開発のプロセスにおいて,原 価の 「作 り込み」 を行う一
連の活動である1)。一般的に,設 計図がいったん描かれれば,製 品原価の70～
80%が確定してしまうといわれる。このような認識から,原価企画では,設 計
段階や開発段階,さ らには商品企画の段階まで遡って,原価発生の源泉に対 し
て働 きかけが行われる。これは源流管理 といわれ,原 価企画の中心的なコンセ
プ トとなっている。原価企画では,原 価の 「作 り込み」を中心 としながらも,
品質,信 頼性,納 期などに関する開発 目標の同時達成が志向され,源 流管理が
そのための有効なアプローチ となる。
原価企画活動は,次 のようなプロセスで実施される。原価企画では,ま ず開
発の対象 となっている製品について目標原価が設定される。この 目標原価が原
価企画活動での 「作 り込み」の対象 となる原価 となる。
設定された目標原価は,機 能別,部 品別,担 当者別などに細か く展開されて
い く。これは細分割付 と呼ばれるプロセスであるが,製 品全体についての目標
原価 を細か く分解することによって,原 価の作 り込みが容易になる。 この細分
割付では,個 々の対象に割 り付けられた目標原価が,設 計活動における実質的
な目標 となりうるように適切な割 り付けをおこなうこと,また割 り付けられた
目標原価の達成について開発担当者に責任をもたせることによって,開 発担当
者のコミットメン トを引き出すことが重要である。
細分割付が終わると,実際に目標原価を達成するための設計活動が開始され
る。目標原価 を達成するための設計活動の節 目節目では,目 標原価の達成度を
評価するために,設計活動の成果について原価の見積 もりが行われ,目標原価
1)原価企画に関 しては,こ れ まで様 々な定義がなされて きた。例えば,神 戸大学管
理会計研究会(1992)では,「原価発生の源流に遡って,VEな どの手法をとり
ま じえて,設 計,開 発さらには商品企画の段階で原価を作 り込む活動」 と定義 さ
れている。
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との比較が行われる。こうした原価企画活動の節 目節 目で行われる管理は,マ
イルス トーン管理 と呼ばれている。
目標原価 を達成す る上 で中心 的な役 割 を果 たす のは,VE(ValueEn-
gineering)と呼ばれる管理工学的な手法であ り,原価企画はVEか ら発展 し
たものだ といわれる。VEは,「最低のライフサイクルコス トで必要な機能を
確実に達成するため,製 品 とかサービスの機能分析に注 ぐ組織的努力」 と定義
されるが,具体的には,製品の機能について,機能分析 によって定義 ・評価 し,
この機能を満たす方法が原価 との対比で評価 される2)。
また,日 本型の製品開発の特徴であるラグビー方式の製品開発が,目 標原価
を達成するプロセスで重要な役割を果たす。 ラグビー方式の製品開発 は,前工
程が終わってそのアウ トプットが順に後工程へ と引 き継がれていく欧米型のバ
トンタッチ方式 とは対照的に,製 品開発に関わる異職種の担当者がオーバーラ
ップしながら,製 品開発が進められる。こうしたラグビー方式の製品開発には
二つの特徴がある。一つは,製 品開発の各工程 に異なる複数の職種の担当者が
関わることであ り,も う一つは,前 工程の活動が終わる前に,後工程の活動が
始められることによって,同 時並行的な製品開発が行われることである。製品
開発の各工程 に異職種の担当者が関わることによって,異 職能間の情報の共有
化やアイデアの創発が促進される。また,異 職種 間での情報の共有化 は,同 時
並行的な活動 を可能 とし,開発 リー ドタイムの短縮に役立つ。
さらに,原価企画では,開 発の初期段階からサプライヤーを製品開発 に巻 き
込み,メ ーカー とサプライヤーが一体 となった原価の作 り込みが行われる。 こ
れはデザインイ ンと呼ばれている。デザインインを行 うことによって,部 品に
ついて精通 したサプライヤーから様々なアイデアを集めることが可能になり,
このことが原価の低減および開発 リー ドタイムの短縮を可能とする。
以上が,原 価企画活動 に関す る大体の概要である。原価企画は,単 なるVE
2)VEの 一般的な実施手川頁は,VEジ ョブ ・プランと呼ばれるが,対 象の選定,機
能の定義,機 能の評価,代 替案の作成,提 案 とフォローアップ という手順で実施
される(日 本会計研究学会原価企画委員会,1996)。
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の積み重ねによる製品開発段階での原価低減手法というよりは,目標原価の「作
り込み」を中心 として,品 質,信 頼性,納 期などの開発 目標の同時達成 を図る
製品開発プロセスの統合的な管理システムということができる。 日本企業は,
顧客のニーズにあった高品質の製品を,低 いコス トで,し かもタイムリーに提
供することによって,競 争優位を確立 してきたといえるが,原 価企画は,そ う
した日本企業の競争力を背後で支えている一つの重要なシステムであるという
ことができる。
2.海 外 での原 価企画実践 の問題点
原価 企画 の国際移転 に関 して は,こ れ まで い くつか の実態 調査が実施 され て
きた。 例 えば,神 戸大学管 理会計研 究会 によるア ンケー ト調査 によれば,回 答
企業 の107社の うち,原価 企画 を現 に国際移転 して いる企 業 は25社(24.0%)で,
「移転 を計画 中」を含め る と46社(約44%)であった(神 戸大学 管理会計研 究会,
1992)。また井 上(1992)の実態調査 で は,国 際 移転 を既 に実施 してい るか,
あ るいは計画 中であ る とい う企業 の割合 が,研究開発型 の企業 において約87%,
製造販売 型 の企業 におい て も約72%であ り,原 価企 画の 国際移転が さ らに進行
している とい う結果が示 されてい る3)。
また,こ れ まで原価企画 の国際移転 プ ロセス に関 して,い くつかの ケースス
タ デ ィが 実 施 され て きた。 主 な もの と して は,英 国 日産 自動 車(Nissan
MotorManufacturing(UK)Ltd.,NMUK)と日産 欧州 技 術 セ ン ター(Nissan
EuropeanTechnologyCenter,NETC)を調査 した加登(1993)及び梶 田(1994),
トヨ タ とGMの 合 弁 会 社 と して 設 立 され たNUMMI(NewUnitedMotor
ManufacturingInc.)につ いて調査 した岡野(1995a>,イタ リヤ の 自動車部 品
メー カーであ るMagnetiMarelliにおけ る原価企 画の導入 プロセス を調査 した
3)研究開発型の企業 とは,商 品企画,研 究開発お よび設計機能のうちいずれかの部
門(あ るいは別会社)が 海外にすでにあるようなより現地へのローカル化の程度
が高い企業であ り,製 造販売型の企業とは,そ れ らの部門の現地化がなされてい
ない企業 を指 している(井 上,1993)。
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加登(1997)及び岩淵(1997)などをあげることができる。原価企画の国際移
転がある程度進行しているとする実態調査 とは対照的に,こ れらのケーススタ
ディでは,海外での原価企画の実践について多様な問題点が指摘 され,そ の国
際移転が必ずしもスムーズに実施されていないことが明 らかにされている。
ケーススタディを通 じて明らかにされた海外での原価企画の実践に関する問題
点 としては,次 のようなものがあげられる。
・現地サプライヤーか らの協力が得 られず,サ プライヤーと一体化 した原価
の作 り込みを行 うことが困難である。
・原価企画に暗黙のままに反映された日本的マネジメン トについて,現地人
の理解が得 られない。
・原価企画に関する用語について,現地人と日本人 との問に認識ギャップが
あり,共通理解を得ることが難 しい。
・部門間の壁が高 く,関連す る複数の部門間での情報共有が進 まない。
・開発や設計に関する意思決定権限の現地化が遅れてお り,現地主導での原
価企画が実施されない。
・導入に対 して組織的な抵抗が伴 う。
皿 技術の国際移転に伴 う三つの障害
製品開発 プロセスの統合的管理 システム としての原価企画は,JITやTQC
などと並んで管理技術 と呼ばれる4)(吉原,1997)。したがって,原 価企画の
国際移転は技術の国際移転と理解することができる。 しかし,こ れまでの研究
を通 じて,技 術の国際移転に対 しては,様 々な障害が伴 うことが明らかにされ
ている。そこで,原 価企画の国際移転の困難性 を分析するための予備的考察 と
4)吉 原(1997)では,技 術 について,製 晶技術,生 産技術,管 理技術 という三つの
分類がなされ,原 価企画は,JITやTQCな どと並 んで,管 理技術であるとされ
ている。製品技術 と生産技術 は固有技術であるのに対 して,管 理技術 とは,そ う
した固有技術を利用することに関わる技術であるといわれる。
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して,技 術の国際移転 にどのような障害が伴 うのかについて検討 してい く。
1.文化的 ・制度的障害
技術の国際移転 に伴 う第1の障害 として,文 化的 ・制度的障害(culturalor
institutionalbarriers)をあげることがで きる。 これは,技 術 とそれを取 り巻
く文化的制度的環境の密接 な関係性 を重視する文化論 ないし制度論的なアプ
ローチか ら認識 されるものであり,移転される技術 と現地の文化的制度的環境
の不整合か ら生 じる障害であるといえる。この文化的 ・制度的障害は,こ れま
で日本的経営の国際移転可能性 に関する議論の中で しば しば問題 とされてき
た。
例 えば,日 本的生産 システムのアメ リカでの展開について調査 した安保他
(1991)では,日 本的生産 システムの経済的合理性 を認めながらも,それが 日
本的な環境条件によって支えられているために,そ の国際通用性は限定条件付
きで論 じられなければならないと指摘 されている。また,JITやTQCを中心
とした 日本的 システムの英国への普及状況 について調査 を行ったOliver&
Wilkinson(1992)では,日 本的システムの基本特性を 「高依存性組織(high
dependencyorganization)」と規定し,それが 日本の社会的経済的な状況によっ
て支えられていると述べ られている。そのために,日本的システムの導入には,
英国の制度的な環境,と りわけ労使関係及びサプライヤー関係の変更が不可欠
であると指摘 されている5)。
日本企業で生み出された原価企画には,少 なか らず日本的な環境が反映 され
ていると考 えられる。 したがって,原 価企画を日本 とは全 く異なった環境に持
ち込む際には,文 化的 ・制度的障害が伴 うもの と予測 される。 しか し,こ こで
注意 しなければならないのは,日 本的経営が日本的な環境の影響 を受けている
からといって,そ の国際移転が全 く不可能というわけではないということであ
5)Oliver&Wilkinson(1992)は,英国産業で起 こっている個別企業の レベ ルを
越 えて制 度 まで も巻 き込ん だ 日本 モ デ ルへ の変 革 のプ ロセ ス を,「日本 化
(Japanization)」と呼んでいる。
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る。これまで多 くの経験的調査を通 じて,日 本的経営が世界中で広 く展開され
てい る こ とが明 らか に され てい る(安 保他,1991;Oliver&Wilkinson,
1992;Kenny&Florida,1993)。また,NUMMIの成功 は,日本的経営が日本
以外の環境の下でも十分に機能することを如実に示 している6)(島田,1988;
Brown&Reich,1989;Womacetal.,1990;Adler,1992;Wilmsetal.,1994)。
それでは,日 本的経営の国際移転に成功 している企業は,文 化的 ・制度的な
障害にどのように対処 しているのであろうか。考えられる一つのアプローチは,
文化的 ・制度的障害そのものを小 さくすることである。この点,日 本企業の海
外進出のパ ターンは示唆に富んでいる。例えば,日 本企業が海外に進出する際
には,そ のロケーションについて注意深い選択が行われてきた。アメリカに進
出した 日本の自動車メーカー各社は,例外を除いて,その工場の建設地 として,
伝統的に自動車産業が盛んなデ トロイ ト周辺ではな く,そこから少 し離れたテ
ネシー州やケンタッキー州などの中西部の農村部 を選択 した。これは,伝 統的
な労使関係お よび作業慣行が浸透 している地域において 日本的経営を展開する
ことが困難である(つ まり制度的障害が大 きい)と 判断 し,そ うした伝統 とは
関係の薄い地域が選好されたもの と考えることができる。また,同 様の意図か
ら,日本企業が海外進出をする際には,合 併や買収 よりも,最初か ら新 しい工
場を建設すること(グ リーンフィール ド)が好まれてきた。さらに,従業員の
採用時に,時 間をかけて慎重な選抜を行 うことも海外進出している日本企業の
特徴 となっているが,こ れは勤勉さや協調性などに関 して,よ り日本人に近い
従業員を採用することによって,文 化的 ・制度的障害を小さくすることを意図
6)NUMMIは,1984年にGMと トヨタの合弁企業 として,カ リフォルニア州フリー
モ ン トで操業 を開始 した。NUMMIは,1982年に閉鎖 されたGMの フリーモ ン
ト工場を再生 したもので,敷地,工場設備,労働力 など主な生産要素 に関 しては,
基本的に旧フリーモ ント工場の ものが使 われてお り,ま た労働組合 も存在 してい
る。旧工場 と違っているのは,ト ヨタ生産方式が導入された点である。 にもかか
わらず,NUMMIの 生産性 は,旧 フリーモ ン ト工場のほぼ二倍 であ り,ま たモ
デルとなった日本の高岡工場のそれともほとんど変わらない。こうしたことか ら,
NUMMIの成功 は,日 本的生産システムが海外において も十分 に機 能す ること
を示すケースとして,特 に高い関心を集めている。
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したものであると考えられる。
NUMMIのケースは多 くの研究者の関心 を集め,そ の成功要 因として様々
な要因が指摘されてきたが,文 化的 ・制度的障害に上手 く対処 していることも
重要な成功要因となっている。例えば,島田(1988)及びBrown&Reich(1989)
では,そ れまでの敵対的な労使関係にかわって,協 調的な労使関係が構築され
たことが,労 働組合環境の下でNUMMIが成功 している重要な要因である指
摘 されている。また,Wilmsetal.(1994)では,NUMMIに おける トヨタ
生産方式の導入のプロセスにおいて,日 本人を中心 とするマネジメントと現地
人従業員の相互作用 を通 じて,日 本的でもな くアメリカ的でもない第3の 文化
(thethirdculture)が構築されたことが,成 功の重要な要因であると報告さ
れている。
さらに,現 地において 日本的経営をそのまま適用することには,現 地環境 と
の間でのコンフリク トを発生 させ る危険性がある7)(Fucini&Fucini,1991;
Young,1992)。そこで,日 本方式をそのまま適用するのではなく,現地環境に
あわせて 日本方式 に修正,変 更を加えることが重要である(安保他,1991)。
すなわち日本方式 と現地方式を混合することによって,ハ イブリッド化を行 う
ことが重要なのである。
2.組織的障害
技術の国際移転に伴う第2の 障害は,新 しい技術の導入に対する組織成員の
知覚や態度に関わるもので,組 織 的障害(organizationalbarriers)と呼ぶ こ
とができる。これまで多 くの研究を通 じて,新 しい技術の導入には,組 織成員
の抵抗が伴うことが報告されている。
7)Fucini&Fucini(1991)では,米 国マツダ(MMUC)に おいて,日 本的経営 を
導入 した際に生 じた 日本人を中心 としたマネジメン トと現地人従業員の問のコン
フリク トについて詳細 に報告されている。このケースでは,現 地の環境を考慮す
ることな く,日本のや り方が押 しつけられたことが,コ ンフリクトを生 じさせた
大 きな原因 となっていると考えられる。
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この点,ア メ リカ企業 におけるTQM(TotalQualityManagement)活動
の現状を検証 したCole(1995)では,文化や制度などの外部要因のみならず,
組織内部の要因がTQMの 実施を阻害する大 きな要因になっていると指摘され
ている。例えば,TQMの 実施にとって重要 とされる現場 レベルの従業員参加
に対 して,多 くの管理者が抵抗 し,そ の実施を阻害 していることが報告されて
いる。また,ア メリカ企業の作業組織 の変化 を調査 したAppelbum&Batt
(1994)では,大量生産システムにとって代わる高業績モデルとして,米国型 リー
ン生 産 方 式(AmericanLeanProduction)と米 国 型 チー ム 生 産 方 式
(AmericanTeamProduction)が抽出されているが,そ うした高業績モデル
への変革を妨げている要因 として,管 理者による抵抗があげ られている。
それでは,な ぜ組織成員は,新 しい技術の導入に対 して抵抗を示すのであろ
うか。この点,ま ず,NIH症候群(NotInventedHereSyndrome)の存在を
あげることがで きる(Katz&Allen,1982)。MH症候群 とは,自 己のや り方
に固執し,外 部で生まれたアイデアや解決策から学習することに対 して拒絶す
るという組織成員にみ られる傾向であ り,過去の成功体験が強いほど,そ うし
た傾向が強いとされる。
ついで,新 しい技術の導入に,現行の組織構造や管理システムなどの変革が
伴 うことが,組 織的な抵抗 を生み出す原因 となる。一般に,技術 と組織構造や
管理 システムなどは,相 互依存関係にある。 したがって,技術のみを独立的に
導入 したか らといって,成果が上がるわけではない。そこで,新しい技術 に伴い,
現行の組織構造や管理システムなどの変革が不可欠であるが,そ れ らの変革に
対 しては,現状から便益 を得ているグループか らの大きな抵抗が伴 うと考えら
れる。
また,技 術の導入が,複 数の部門間に影響を及ぼす場合には,関 連す る部門
間の調整および協力が不可欠である。 しか し,複数の部門間の調整は,政 治的
なプロセスを生み出 し,部門間にコンフリク トを生 じさせる。また,変 革がサ
プライヤーなどの外部の組織 にも影響 を及ぼす場合 には,外 部の利害関係者と
の利害調整が困難な作業 となる。
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さらに,新 しい技術 の導 入が しば しば一時的 な生 産性 ない し業 績の低下 を も
た らす こ とが,短 期的 な業 績 に基づ いて評価 される管理者 に とって,新 しい技
術 を積極 的 に導入 す る こ とへ の イ ンセ ンテ ィブ を小 さ くしてい る と考 え られ
る。
組織 的障害 は,新 しい技術 の導入 に対 す る組織成 員のモチベ ー シ ョンに関わ
る もので ある。 したが って,新 しい技術 の導入 の正 否 は,い かに新 しい技術 の
導入 に対 す る組織 成員の モチベー シ ョンを高め て,組 織 成員 の抵抗 を押 さえ る
か にかか っている。この点,計 画的組織変 革(plannedorganizationalchange)
や組織 開発(organizationaldevelopment)などの領域 におい ては,組 織 成員
の 抵抗 を押 さ えて変 革 を成功 させ る上 で の重 要 な要 因 と して,変 革 推 進 者
(ChangeAgent),スポ ンサ ー,注 意深い介入(intervention),インセ ンテ イ
ブ シス テ ム の 変 更,コ ミュ ニ ケー シ ョン な どの 要 因 が 指 摘 され て きた
(Goodmanetal.,1980;Ford&Ford,1995)。
3.知識関連の障害
技術の国際移転を阻害する第3の 障害は,技術移転 を知識の移転 と理解す る
ことによって認識 されるもので,知識関連の障害(knowledge-relatedbarriers)
と呼ぶ ことがで きる。一般に,技術 は,知 識 としての経営資源 といえるが,技
術的な知識には,高 度に明示化 された科学的な知識がある一方で,人 々に暗黙
のまま保有 されているノウハウのような明示化されてない知識がある。 したが
って,技 術移転を成功させるためには,明 示化された知識だけではなく,暗黙
の知識が移転 されなければならない。 しかし,そ うした知識の移転は,非 常に
困難であることが知 られている。そのため知識関連の障害は,主 に,ノ ウハ ウ
などの明示化 されていない知識 を移転することに関連 して生 じる困難性である
ということがで きる。
最近では,ノ ウハ ウなどの明示化されていない知識の戦略的資産としての重
要性が高まっている。(Nelson,1987)。こうした認識は,近 年,戦 略論の領
域 で注 目を集めている資源ベース(resource-based)理論のなか にみ られる
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(Barney,1991;Grant,1991)。産業条件や競合企業に対す るポジシ ョニング
などの外部的な要因から企業の持続的な競争優位が もたらされるとする伝統的
な戦略論8)とは対照的に,資源ベース理論では,企 業内部の資源(resources)
ない し能力(capabilities)から持続的な競争優位がもたらされると主張 される。
すなわち,顧 客ニーズにあった高品質の製品を,著 しく低いコス トで提供する
ことを可能にするような優れたシステムや構造を内部に保持 している企業こそ
が,持 続的に高い収益性 をあげられるとされるのである。
このように持続的な競争優位の源泉に関して,伝 統的戦略と資源ベース理論
の主張が異なっているのは,両 者において資源の性質に関する認識が異なって
いるか らである。すなわち,伝統的戦略論では,資 源が同質的で移動可能なも
のであるとされるのに対して,資 源ベース理論では,市場で簡単に取 り引 きで
きず,模 倣することも難 しい企業特殊的(firm-speciflc)な資源ない し能力が
存在するとされる。 こうした資源 ない し能力は,企 業内部における長期的で継
続的な学習 を通 じて形成 ・蓄積 される様々な知識か ら構成されているために,
容易に移転す るこ とができないのである9>(Barney,1991;Grant,1991)。し
たがって,企 業の保有する資源が,企 業特殊的で,企 業間で移転ない し模倣す
ることが困難であるとすれば,企業間における資源の異質性が長期的 ・安定的
に維持されることとな り,そのことが企業間の長期的な競争力の格差をもたら
すのである。
こうした企業特殊的な資源ないし能力は,技 術移転の大 きな障害 となる。 こ
の点,Grant(1991)では,JITや品質サークルの移転が容易に見 えるにも
関わ らず,ア メリカやヨーロッパにおいて十分な成果が上げられていない こと
の理由 として,活 動の調整や人々の態度に関わる資源や能力の移転が困難であ
ることが指摘 されている。 またアメリカ企業におけるTQMの 実施についての
8)代表的な研究であるPorter(1980)では,企 業の収益性 を規定する要因として,
産業に関する新規参入の脅威,代 替性の脅威,買 い手の交渉力,サ プライヤーの
交渉力,競 合企業 との敵対関係 という5つ の要因が指摘 されている。
9)企業特殊的な資源ないし能力は,組 織 内部での長期的 ・継続的な学習 によって形
成 ・蓄積 されるという点で,パス依存的(path-dependent)な性格 をもっている。
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実証的調査を行 ったPowell(1995)でも,TQMを 実施する上で,品質訓練,
プロセス改善,ベンチマーキングといったツールや技法よりも,開放的な文化,
従業員のエ ンパ ワメント,上級管理者のコミットメン トなどの無形の資源の方
が重要であるという結果が示 され,そ うした無形の資源の移転が困難であるた
めに,一 般に言われているほど,ア メリカへのTQMの 移転が進んでいないと
指摘 されている。
知識移転に関わる困難性に関しては,こ れまで様々な分析が行われてきた。
Teece(1977)では,技 術的な知識 の移転 には移転 コス ト(transfercosts)
が伴い,移 転の困難性はそのコス トの大 きさを反映した ものであると指摘 され
ている。それでは,知 識移転のコス トない し困難性はどのような要因によって
影響を受けるのであろうか。
この点,上 述 したように,ま ず移転 される技術の知識特性がその移転の困難
性 に影響 を及 ぼす(Teece,1977;Nelson,1987;Galbraith,1990;Reed&De-
Fillippi,1990;Kogut&Zander,1992;von且ippel,1994;Zander&Kogut,
1995;Szulanski,1996).例えば,知識 に関 して暗黙性や複雑性が高い場合 には,
移転の困難性が高いもの と考えられる。 この点については,次節においてさら
に検討を行う。
しか し,知識移転の困難性に影響を及ぼすのは,知 識自体の特性だけではな
い。まず,移 転される知識を保有 している移転元の特徴が,知 識移転の困難性
に影響を及ぼす。例えば,移 転元が,移 転 される技術に関する重要な情報を移
転先と共有することに対 して積極的であるほど,知識移転の困難性は小さくな
ると考えられる。また,技 術を受け入れる側である移転先の特徴が,知 識移転
の困難性に対 して影響 を及ぼす。例 えば,Cohen&Levintha1(1990)では,
企業が新 しい外部の情報の価値 を認識 し,それを吸収 し,応用する能力が,吸
収能力(absorptivecapacity)と呼ばれているが,こ の吸収能力の程度は,組
織内部に過去に蓄積 された知識の関数であるために,組織 間で異なっている。
したがって,移 転先における吸収能力の程度が,知 識移転の困難性の程度に影
響 を及ぼす と考えられる。さらに,移 転元 と移転先 とのコミュニケーションな
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いし協力関係のあ り方などの移転が行われるコンテクス トが知識移転の困難性
に影響 を及ぼす。例えば,移 転元 と移転先の間で,人 の交流が多いほど,あ る
いは両者の物理的な距離が近いほど知識移転に伴 う困難性は小 さくなるといわ
れる(Galbraith,1990;Szulanski,1996)。
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前節では,技 術の国際移転には,文 化的障害,組 織的障害,知 識関連の障害
という三つの障害が伴うことが明 らかにされた。 したがって,管 理技術 として
の原価企画の国際移転の困難性には,そ の源泉としてこれ らの三つの障害が密
i接に関わっていると考えられる。これ らの三つの障害は,実 体 として明確に区
別 されるものではない。なぜなら,三つの障害が相互に密接 な関係 をもってい
るか らである。例えば,移 転元 と現地国の言語の違いは,基 本的には文化の違
いから生 じる障害であると考えられるが,一 方では,コ ミュニケーションを困
難にすることによって,知 識関連の障害を発生 させると思われる。 しかし,こ
れらの三つの障害は,それぞれに源泉が異なっていて,その対処の方法 も異なっ
ている。 したがって,原 価企画の国際移転をより効率的かつ有効に実施するた
めには,三 つの障害について,概 念的には明確に区別 してお くことが重要であ
る考えられる。 また,そ のように区別した上で,三 つの障害が原価企画の国際
移転にどのように関わっているのかを明らかにすることが,原 価企画の国際移
転に伴 う困難性の発生のメカニズムを解明する上で重要である。そこで本節で
は,原価企画の国際移転 と三つの障害の関わ りを分析する上で有効であると考
えられる三つの視角について検討を行 う。
1.原価企画の構成要素に関する知識特性と移転の困難性 一
日本的経営の国際移転に関するこれまでの調査では,日 本的経営の構成要素
の間に,移 転の困難性に関して相違があるとい うことが観察されている(安 保
他,1991;01iver&Wilkinson,1992)。すなわち,日本的経営の構成要素の中に,
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移転が容易なものとそ うでないものが含 まれているということである。原価企
画についても,同じように構成要素間に移転の困難性の相違があるようである。
例えば,原 価企画 を構成するエレメント(要素)と して,目 標原価の設定,細
分割付,マ イルス トー ン管理,ラ グビー方式の製品開発,サ プライヤー関係,
VE,コス トテーブル という7つ の要素を抽出 し,そ れらの要素毎に日本企業
とドイッ企業の実践 について比較分析を行った谷(1996)では,目標原価の設定,
細分割付,マ イルス トー ン管理,ラ グビー方式の製品開発がある程度普及 して
いる一方で,VEやコス トテーブルの普及が遅れていることが報告されている。
このように原価企画の構成要素間に移転の困難性に関する違いがみ られるのは
なぜであろうか。 この点を説明することが,原 価企画の国際移転 に伴う困難性
を分析するための一つのアプローチ となる。
こうした構成要素間の移転の困難性に関する相違についての一つの説明は,
文化的あるいは制度的な視点からなされる。そ うした研究の代表的なものとし
ては,安保 グループの研究をあげることができる(安保他,1991)。安保グルー
プの研究において特徴的なのは,日 本的生産システムの国際移転に関 して,ジ
レンマ仮説が想定 されることである。すなわち,日 本企業の現地工場は,「一
方でそのもっとも得意とする生産システムの優位性 を最大限持ち込もうとしな
が ら(適用の側面),他方では,現 地の様々な環境条件にあわせて,そ のシス
テムを多かれ少なかれ修正 しなければならず(適 応の側面),そこで難 しいジ
レンマに立たされる」 と仮定 されるのである。安保グループの研究では,こ う
した仮説のもと日本的生産システムについて23の構成要素を抽出し,構成要素
毎 に適用度(ないし適応度)の評価が行われている。そ して適用度の低いもの(適
応度が高いもの)に ついては,ジ レンマ仮説に基づ き,特殊な日本の環境 と密
接 に結びついたより日本的なものであると評価 されるのである。
しか し,要素項 目毎の移転の困難性に対 して影響を及ぼすのは,必 ず しも文
化や制度 といった外的な要因だけではない。第3節 で示 されたように,技 術に
関する知識特性が,移 転の困難性 に影響を及ぼすのである。つま り,構成要素
の知識特性が異なれば,技 術移転の必要量あるいは移転するために必要 とされ
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る努力量 な どが違 ってい るのであ る。したが って,移転 の程度が低 いか らといっ
て,そ の構 成要素が 日本の文化 や制度 と結 びつい た 日本 的な ものであ るとはい
え ない のであ る。以上 の こ とか ら,原 価企 画の各構成要 素の知識特性 に注 目す
る ことが,原 価 企画 の国際移転 に関す る重 要な分析視角 の一つ となる と思 われ
る。
これ までの先 行研 究 では,知 識特性 に関す る様 々な次元 が提 示 され,そ れ ら
の次元 と移 転 あ るい は模 倣 の困難 性 の関係 が検 討 され て きた(Nelson,1987;
Reed&DeFillipi,1990;Kogut&Zander,1992;Zander&Kogut,1995)。こ
こでは,こ れ まで提 示 されて きた知識特 性 に関する次元 の中か ら,原 価企 画の
構成 要素の知識特性 を評価 す る上 で有用 で ある と考 えられ る4つ の次元 につい
てみてい く。
まず,知 識移転 の困難性 に影響 を及 ぼす一つ 目の次元 は,知 識 に関す る コー
ド化可 能性(codifability)とい う次 元であ る(Nelson,1987;Kogut&Zander,
1992;Zander&Kogut,1995)。知識 に関 す る コー ド化 可能性 とは,当 該知 識
を認識可 能 なル ールや関係 の集合 に構造化 で きる程 度 を示す次元 であ る。一般
に,コ ー ド化 され た知識 は,容 易 に譲渡 す ることが で きる。 したがって,コ ー
ド化可能性 の程度が低 い ほ ど,知 識関連 の障害が大 きく,移 転が 困難で ある と
考 え られる。
次 に,知 識 に関す る教 育可 能性(teachability)とい う次元 が,移 転 の困難
性 に影響 を及ぼす(Nelson,1987;Zander&Kogut,1995)。ここで知 識 に関す
る教 育可能性 とは,教 育 機関や仕 事 を通 じて,当 該知識 につい て教 育す るこ と
が可 能 な程 度 を示す次元 で ある。教 育可能性 の程度が 高いほ ど,知 識 関連の障
害 は小 さ く,移 転が容易 であ る と考 え られ る。
また,知 識 に関す る複雑 性(complexity)とい う次元 も,移 転の 困難性 に影
響 を及 ぼす(Nelson,1987;Galbraith,1990;Kogut&Zander,1992;Zander
&Kogut,1995)。知 識 に関す る複雑性 とは,当 該 知識の特徴 を理解す るため に
必要 とされ る情 報量 に関連 した次元 であ る(Nelson,1987)。知識 の複雑性 の
程度 が高い ほ ど,移 転が 困難で ある とい われる。
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最後に,知識に関するシステム依存性(systemdependency)という次元が,
知識移転の困難性に影響 を及ぼす(Nelson,1987;Zander&Kogut,1995)。シ
ステム依存性 とは,当 該知識が,全 体 としてのシステムやそれを構成する他の
要素に依存 している程度を示す次元である。システム依存性が高い場合,当 該
要素項 目のみを独立的に移転することには,大きな困難性が伴 うと考えられる。
以上のような知識特性 に関する次元を採用することによって,原 価企画の構
成要素毎の知識特性 を評価することが可能になる。そこで,各 構成要素につい
て,そ の知識特性 と移転の程度の関係を検証することにより,構成要素の知識
特性がその移転の困難性 に及ぼしている影響 を明 らかにすることができる。 ま
た,そ うした分析を通 じて,構 成要素間に見 られる移転の困難性の違いについ
て,構 成要素間の知識特性の違いという視点から説明を行 うことが可能になる
と思われる。
2.原価企画の移転プロジェク トと三つの障害
原価企画の国際移転に伴 う困難性を分析する上での もう一つのアプローチ
は,多 くの企業で行われている個別的な原価企画の国際移転プロジェク トに,
前節で示 された技術の国際移転に伴う三つの障害が どのように関わっているの
かを明 らかにすることである。このアプローチには,二 つの分析視角が含 まれ
る。
これまで繰 り返 してきたように,原 価企画の国際移転は非常に困難である。
それでは,な ぜ原価企画の国際移転はこれほどまでにも困難なのであろうか。
その困難性の源泉は何 なのであろうか。 この点,前 述 したように,技 術の国際
移転に伴 う三つの障害が,原 価企画の国際移転の困難性の源泉 として密接に関
わっているもの と考 えられる。したがって,三 つの障害が原価企画の国際移転
の困難性にどの ような影響を及ぼしているのかを明 らかにすることが重要な課
題となる。そこで,個 別の原価企画の国際移転プロジェク トの成果と三つの障
害の関係に注 目することが一つ目の分析視角 となる。
従来の分析 においては,こ れらの三つの障害に関して,そ れぞれが独立的に
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取 り上げられるか,あ るいは,た とえ同時に複数の障害が取 り上げられた とし
ても,必 ずしも明確に区別されてこなかった。こうした点で,従 来の研究は,
原価企画の国際移転に伴 う困難陛に関 して断片的な知識 を提供するにとどまっ
てお り,またミス リーディングでさえもある。そこで,原 価企画の国際移転の
困難性をより全体的に分析するために,三 つの障害を包括的に取 り込んだ分析
を行 うことが必要 とされる。そのような分析を通 じて,移転 プロジェクトの成
果 に対する三つの障害の相対的な影響を明らかにすることが可能になると考え
られる。
しか し,原価企画の国際移転の困難性を分析するに当たって,個 々の移転プ
ロジェク トの成果と三つの障害の関係を明 らかにするだけでは必ず しも十分 と
はいえない。 これは,技術移転が,必 ず しも直線的ではなく,多様な事象が起
こる複雑なプロセスで行われるということに関連している。つまり,移転のプ
ロセスが,複 雑で直線的ではないとすれば,三 つの障害について,単 に成果の
みならず,複 雑な移転プロセス とどのように関わっているのかを明 らかにする
ことが必要 となるのである。このように原価企画の移転プロセス と三つの障害
の関係 に焦点を当てることが,も う一つの重要な分析視角 となる。
上で述べたように,技術移転は,多 様な事象が起こる複雑なプロセスで行わ
れるが,こ れまでの技術移転や組織変革に関する研究を通 じて,あ る程度一般
化することが可能であることが明 らかにされている。この点,Szulanski(1996)
では,企業内技術移転について,開 始(lnitiation>,実施(lmplementation),
立ち上が り(Ramp-up),統合(lntegration)という4つ のステージか らなる
プロセス ・モデルが提示 されている。このプロセス ・モデルによれば,各ステー
ジは以下のような特徴をもっている。
まず,開 始のステージとは,技 術移転に関する意思決定がなされるまでの期
間である。何 らかのニーズとそれを解決するための技術が出会うことによって,
技術移転の決定がなされる。ついで,実 施のステージでは,移転元と移転先と
の間で移転に関する何 らかの連携が とられて,実 際に当該技術の移転がなされ
る。また,このステージにおいては,移転 された技術が,移転先の個別的なニー
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ズに合わせて修正される。立ち上が りのステージは,移転 された技術が,移 転
先で利用されは じめる初期の段階である。このステージでは,予 期 しない問題
が多発するために,一 時的な生産性の低下がみられる。最後に,統 合のステー
ジでは,移転先 において,移転された技術が成果 をもた らしはじめ,次第にルー
、ティン化され,制 度化 されていく。
以上か らも明らかなように,各 ステージでは,そ れぞれ性格の異なった事象
が起 こる。そのため,各 ステージ毎に関連する障害も異なっていると考えられ
る。例 えば,開 始のステージでは,ニ ーズを認識 し,そ のニーズに関連 した知
識を発見 し,その移転可能性 を評価することに伴 う困難性が発生すると思われ
る。実施のステージにおいては,実 際に移転先から移転元へ と技術の移転が行
われるために,両 者の間でのコミュニケーションが重要な役割 を果たすことか
ら,そ うしたコミュニケーションに関連 した困難性が生 じると考えられる。ま
た,立 ち上が りのステージでは,予期できない問題が多発することか ら,それ
らの問題の解決に関連 した障害が発生 し,さらに,統合のステージにおいては,
新 しい知識をルーティンとして制度化することに関連した問題が生 じるものと
考えられる。
以上のことから原価企画の国際移転プロセスについて も,その各ステージ毎
に関連する障害が異なっているものと予測される。 ここで注意しなければなら
ないことは,三 つの障害はそれぞれに性質が異なっているために,克 服するた
めの方策が異なっているということである。 したがって,原 価企画の国際移転
を効率的かつ有効に実施するためには,各 ステージ毎 に,関連する障害を見極
め,克 服するための方策を使い分けることが重要であると考えられる。そこで
重要な課題 となるのは,各ステージ毎 に関連する障害を特定することであるが,
この点,上 記 したプロセス ・モデルを採用 し,各 ステージと三つの障害 と関係
を検証す ることによって,そ れが可能 となると考えられる。
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Vお わりに
この論文では,原 価企画の国際移転に伴う困難性 に注 目しなが ら,今後の実
証分析 を行 う上で有用であると思われる三つの視角 について検討を行った。こ
の論文での議論 をまとめるならば以下のようになる。
まず,管 理技術 としての原価企画の国際移転には,移 転される技術 と現地の
文化的制度的環境 との不整合か ら生 じる文化的 ・制度的障害,新 しい技術の導
入に対する組織成員の抵抗から生 じる組織的障害,及 び企業特殊的な資源 ない
し能力の移転に伴 う本質的な困難性から生 じる知識関連の障害という三つの障
害が伴 うと考えられる。これらの三つの障害は,そ れぞれに源泉が異なってお
り,対処の方法 も異 なっている。 したがって,原 価企画の国際移転を効率的か
つ有効に実施するためには,概 念的にこれらの三つの障害を区別し,原価企画
の移転の困難性 と三つの障害がどのような関係にあるのかを明らかにすること
が重要な課題 となる。
そこで,こ の論文では,原価企画の国際移転の困難性 と三つの障害の関係 を
明 らかにする上で有効であると考えられる三つの分析視角を提示 した。第1の
分析視角は,原 価企画の構成要素の知識特性と移転の困難性の関係を明 らかに
することである。そうすることで,構 成要素間にみられる移転の困難性の相違
について,構 成要素毎の知識特性の違いという視点から説明することが可能に
なる。第2の 分析視角は,個 別的な原価企画の移転プロジェク トの成果 と三つ
の障害の関係を明らかにすることである。こうした分析 を行うことによって,
三つの障害が移転プロジェク トの成果に及ぼす相対的な影響が明らかにされる
と考えられる。第3の 分析視角は,原価企画の移転プロセス と三つの障害の関
係 を明らかにすることである。そ うした分析を通 じて,移転プロセスの各ステー
ジに関連する障害 を特定することがで きると考えられる。以上のような三つの
分析視角 を採用することによって,原 価企画の国際移転 に伴う困難性の発生の
メカニズムを,よ り多面的に分析することが可能 となると思われる。
今後は,こ の論文において示 された三つの分析視角にしたがって,実 証分析
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を進めてい くことになるが,最 後に,今 後研究を進めてい く上でのい くつかの
課題についてふれてお く。まずは,実 証分析を行 う上で,サ ンプルを何にする
のか,三 つの障害を測定する上で どのような変数を使用するのかといった研究
上のデザインが当面の課題 となる。 また,こ の論文では,原価企画の国際移転
の困難性 を分析するに当たって,文 化的 ・制度的障害,組 織的障害,知 識関連
の障害 とい う三つの障害を概念的には明確 に区別することの必要性を指摘 し
た。 しかし,前述 したように,こ れ らの三つの障害は,相 互に密接 に関わって
いる。そこで,今 後は,三 つの障害の相互関係について考察を深めていく必要
があると考えられる。さらに,こ の論文において,原 価企画の国際移転の困難
性に関連するもの として抽出された三つの障害は,主 に,JITやTQCなどを
中心 とする日本的経営ないし生産システムの国際移転に関する研究の中で指摘
されてきた要因の中か ら抽出されたものである。 しか し,原価企画の国際移転
には,JITやTQCなどとは異なる固有の困難性が伴 うかもしれない。例えば,
原価企画を海外子会社に移転するために必要 となる製品開発に関する意志決定
権限の現地化の困難性は,JITやTQCにはみ られない,原 価企画の国際移転
に固有の問題 とい うことができる10)。したがって,今 後は,こ のような原価
企画の国際移転に固有な困難性についても十分理解 を深めてい く必要があると
思われる。
10)加登(1993)では,研究開発に関する意志決定の現地が困難である理由として,
それが企業の将来に大きな影響が及ぶ トップの意志決定と考えられていること,
研究開発に関する意志決定に,人々の頻繁で,密度の濃い対話が必要とされ,そ
うした対話の中で日本人が重要な役割を果たしているために日本語が優先される
こと,全社的な製品の統合性を確保する必要性があることなどの理由があげられ
ている。
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